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比較優位，要素分配，及び均衡成長（1)
一動学的分析（2）ー
高
?
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第2次大戦後多くの経済学者の強い関心を集めた問題に経済成長ないし
経済発展の問題がある。これはいろいろな観点から論議されたのであるが，
我々は本稿においてこのうち，国際貿易論との関連において特に重要とい
われる問題についてかなりつっこんだ理論的分析を行ってみたいと思う。
第1にとりあげられるのは「比較優位」の問題である。いわゆる「後進国」
は圧倒的に農業品ないし第1次産品輸出国であり，先進国からそれと交換に
工業品を輸入する貿易形態をとっている。すなわち「後進国」の「比較優
位」が工業品にないというわけである。しかしてとれらの諸国は一方工業
化に対する織烈な願望をもっている。これは周知の重大な問題を提起する。
すなわち後進国は比較優位の原則にしたがう限り工業化の道は一応閉ざさ
れるのであるが，これは果して正しいのであろうか。工業は現在そういっ
た諸国においてたしかに比較優位を有せぬであろう。しかし将来において
もそうであるという保障はどとにあるであろうか。いいかえれば比較優位
の理論は本質的に静学の中で成立した理論であり，勤学的になってこなけ
ればならぬのではないか。乙の問題は決して古くなく，かつて先進イギリ
ス等に対して当時の後進国が悩みかつ提起した問題であり，我々は直ちに
アメリカにおけるハEJレトン報告や，ドイツのフリードリッヒ・リスト等
の有名な文献を想起するであろう。本稿における我々の目的の一つは乙う
いった問題に対する一つのアプローチを示すことである。
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次に重大な問題は今貿易を開いている「開放経済」下にある国，そうい
った諸国からなる世界を考えた時，その中において基本的に成立する関係
は伺であろうか，主要変数の値はどんなものがあるであろうか。我々はこ
ういった問題を動学的局面において考察してみたい。我々は乙乙で直ちに，
J. s. ' Jレにより提起され，最近ヒックスのオクスフォード大学「就任講
義」［η°＇において復活し，華々しい論争を生んだ問題一一交易条件論争
ないしはヒックス＝？ョンソン論争とよばれる一一ーを提起することが出き
ょう＂九すなわち，そこでは一国において経済成長が生じた場合（要素成
長又は技術進歩〕それが交易条件の変化ないし一国の実質所得にどの様な
影響を与えるであろうかということについてかなり厳密なきびしい論争が
生じたのである。高山〔2司［23］はこれについて一応包括的考察を行い，
従来の分析が経済成長が一国にしかおこらず，又その経済成長も技術進歩
が要素成長のいずれか一方しか起らない場合しか考察されてないのに対］.，，
両国において同時に経済成長一一技術進歩と要素成長の両方 が生じて
いる一般的場合について考察した。しかも従来の文献が「超偏向J＂＇とい
う形で示される充分条件の提示のみにとどまっているのに対L，必要充分
条件を示した。我々はここで分析は精密且一般的になったことを知ったの
であるが，我々は他方問題の結論がかなり不透明にならざるを得ないのを
知った。本稿においては，本質的にはこのヒックス＝世ョンソン＝高山論
争と同じ問題を頭におきながら，一方いろいろな簡素化のためのかなり大
胆な仮定を設け一一特にコブ・ダグラス型の生産函数，中立的技術進歩，
資本財と消費財のニ財生産モテツレ等一一そうすることによってよりつっこ
んだ結論が得られるのでないか常察してみたいと思う。さて我々は以上に
おいて二つの問題一一勤学的比較優位論と交易条件論争問題ーーを考察
することを提示したのであるが，乙うするために我々は比較的現実的一一一
統計データによく適合する如き一一成長モデルを構築しなければならない。
貿易の関題を考える関係上 Solow等∞により提示され，他の論者により
:followされた如きー財成長モテソレでは不充分であるのが明らかであろう。
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したがって我々は最近，宇沢［2η，高山［23］，等により Review of 
Eco no明icStudies誌上IL展開された二財成長モテツレに基礎をおきたいと
思う＂＇。すなわち我々は資本財と消費財の二財を生産する成長モテ Vレを考
えるのである。とういった二財モテツレの古典的例が KarlMarx にあるこ
とはいうまでもないであろう。我々は第E節において封鎖経済下にある二
部門経済成長モテツレをまず考察し，次にこれを基礎にして動学的比較優位
論に対する一つのアプローチを示すであろう。第E節においては体系を封
鎖経済から貿易を導入した開放経済に怒張し，ここで「交易条件論争Jの
扱った如き問題に入る。まず第E節においては両国において同一財の生産
函数が全く同ーの場合を考察 ヘクシャー＝オリーン的仮定一一J.,
次に第N節においてこの仮定をはずした場合について考察してみたいと思
フ。
さて現実の分析に入る前に，乙乙で我々の考察するモデルについての基
本的スペシフィケーションを述ベ，仮定とモデルの性格をより明確にする
ことにしよう。我々はし 2の二国から成る世界（一国を自国，他国を
the r白tof the worldと考えてもよかろう〕を考え，各国においてX,Y
のニ財を資本と労働のニ要素を用いて生産するものとしよう。我々はこう
いった財は園内的にも国際的にも無視出きる輸送費で自由に移動出きると
しよう。完全競争完全雇用が成立し，生産要素は原則として国際閣を移動
出きないものにしよう。我々のモテツレがいわゆるヘクシャ｛＝オリーン・
モテソレに基礎をおいていることは明らかであろう。我々は前述の如く各国
は消費財と資本財のニ財を生産しているとしよう。これで大体モテソレの性
質と仮定は大体明らかになったと思うが，更に我々は次の如き単純化仮定
を行うことを明記しよう。
(1) 資本財は生産時においては商品として国際闘を自由に且つ無視出き
る輸送費で交易されるが，一旦据えつけられるともはや国際間を交易され
ない。
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(2）要素集約皮の「逆転問題」は考案しない。我々は例えば資本財は消
費財より常に資本集約的であると仮定するととが出きょう。尚「逆転」の
問題は実は我々の生産函数がコブ・ダグラス型であると仮定されるなら既
に捨象されている問題である∞。我々は生産函数はコブ・ダグラス型であ
ると仮定する (6）。
(3）我々のモテツレにおける需要条件は古典的なもので労働者はその全所
得を消費し，資本家はその全所得を貯蓄すると仮定する＂＇ 0 
(4）我々は技術進歩を導入するが，技術進歩はヒックスの意味において
中立であるとする＇＂＇ 0 
我々は上記の如き仮定がかなりきついものであることは当然知悉してい
る。 しかし我々は上の如き仮定をする事により，結論においてより透明
な，より断言的なものを求める方向に進みたいと思う。尚本稿は例えば拙
著［26］第7章等も比較して読んで頂ければ幸いである。尚我々の上に設
定した問題ないし，モデルが伝統的な資本移動論とは異なるものであるこ
とは注意されねばならない。伝統的な資本移動モテツレで移動するのは普通
貨幣資本としての資本であり，上のモテツレではむしろ資本財が国際聞を移
動する如きものである印〉。尚従来の資本移動論やトランスファー問題が
多く静学的設定の下になされているのに対して，本稿のモデルがまさに経
済成長論の貿易論への応用というべきものであることは注意すべきである。
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本節において我々は一国経済の動学的モテツレを構築したいと思う。本節
における目的はまず国際貿易を捨象したモデルにおいて，あたうる限り現
実をよく説明し得るのみならず，次節への拡張に使利な如きモデルを構築
することにある。前節で論じた如く我々は乙の国が消費財（X）及び資本
財（Y）を2要素ー資本 CK）及び労働（L）ーを用いて生産するものと
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する“更に我々がここにおいて都立経済のモテVレを考察する事によって，
我々が比較優位の問題も同時に考察出きることは当然であり，とれは又本
節の重要な目的の一つでなければならない。
まず次の如く二財の生産函数を記述しよう。
〔 l 〕 X=L.~－·K予•＂＇
( 2) Y=Li-'Y~e" '"' 
ここに於いて fは時間（技術進歩指標）を示t, L,, K, (i=x, y）は各要
素の第z産業に対する投入量である。我々は技術進歩は中立であれかっ
a, b といった一定の率でおきているものとする。生産函数においては
Cobb-Douglas型が設定されている
次に各財の価格をあ， h とし，労働および資本に対する報酬率をそれ
ぞれ叩〔賃金率）， r （レント〕とすれば，限界生産力説による競争的資源
配分を示す次式が得られよう。。x 8Y 
〔3〕 叩＝戸s一一一＝戸u － BL, '8L, 
ax aY 
(4）戸戸一一＝あ
x aκ~ 'BK, 
Cl〕，（2〕式を参照すれば，（3),(4〕は書きかえられて，
(3’〉叩＝あく1ーα〕p~e＂＇＝九（1ーの~·＂
(4’〕ア＝ルαp~－··叫＝戸v/3~'e" 
但しんは第z産業の要素集約度で， ＝K.JL,(i=:x,y）である
我々は労働供給は体系の外から与えられるものとし，一定率lで増加して
いるものとする。すなわち，
( 5) L=L,e" 
次に各要素の完全雇用を設定［，，
( 6) L=L,+L, 
(7) K=K,+K, 
を得る。我々の体系を動学化するためには資本蓄積を記述する方程式がな
ければならない，今簡単のため資本財は減耗しないものとしよう O'lo この
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設定は議論の本質をかえず，しかも分析を著しく簡単にするであろう。か
くして我々は次式を得るのである。
(8) K=Y但し K=dK/dt
最後に我々のモテソレを完結するためには消費を示す式が必要である。我
々は今社会を構成する人々が資本家と労働者の二種類にわかれるものとし，
労働者はその所得を全部消費L，資本家はその所得を全部貯蓄するものと
しよう川。かくして我々は次式を得る。
(9）叩L=P.X
資本家のピヘィピァを示す式は rK=p,Yと書けようが，これはよく知ら
れている様に生産函数の一次同次性から，（3〕，（4），〔9〕式を用いて簡単
に導かれ得，したがって我々の体系において独立の式ではない。
以上構築した我々の体系において変数の数は， L,L., L,, K, K., K,, 
w, r, X, Y, Pvf Px＂りの11箇であり，方程式は11筒であり，体系は完結
している。動学化式（8〕を用いて我々は上記のすべての変数を fの明示
的函数として記述することが可能である。 しかし（8）式から導かれる基
本的な微分方程式に入る前に我々はまず我々の体系から導かれる重要な諸
関係を導いてみたいと思う。
(3’】，（4’〕の両式から，
α0）戸＝i-p~－ ·p~－＇e<"-'" 
(11) p＝· ヒα－ p~p;'e＇＂→)t 1-P ー
f§.し P=Pvf戸z
均〉くして，
(12〕 p,=-t二号立Pr
i一ρα
又（3’〉を〔9〕に代入する乙とによって，
(13) L,=(lー α）L, (14〕 L，＝αL
を得る。又同時に（4つを rK=p,Yに代入することにより，
(15) K,=(lーのK, (16) K,=PK 
をf号る。
比較優位，要紫分配，及び均笥成長一一勤学的分析一一 81 
次に（2),(14〕， (16）を（8〕式に代入することにより我々は次式を得
る。
〔17〕K=AK'e＇ 但し r=CIF〕l+b;A=a•-i /3'L: ' 
ζ れが我々の体系の基本的な微分方程式といえよう。今 Tキ0を仮定すれ
ば (17）式の解は，
〔18〕占K＇－＇＝ 手e''+C,
但し C，は積分常数であり，次の如く書ける。
(19〕 C，＝」－K；一β＿-4_ 但しK，は初期の資本寄在量である。
1-/l 
(18）式は又次の如くも書きかえられよう。
(18＇〕 K=_(l /l〕｛~e''+C，｝］己β
(1ー の＞D であるから，充分大きな tについては，資本ストックは
r (=I+ b ）の率で増加するであろう。我々はこの率での成長経路1← fl¥ I-fl/ 
安資本ストックの漸近的成長経路とよぶことにしよう〈則。
定理1：もし資本財産等に技術進歩がなければ，資本と労働は均衡成長
径路に収飲する。すなわち tが充分大きくなると資本の成長率と労働の
成長率の差は任意に小ならしめることができる。もし資本財産等に技術進
歩が生ずるなら，充分大きな fにおいて資本は労働より，より速やかな率
で増大す7るであろう。資本ストックの成長径路は正確には〔18’〉式で与え
られる。定理の上記の結論が最後の叙述を除いて αと戸の相対的大きさ
と独立であることは指摘されねばならない。
上記の定盟の結論は勿論 (18つ式から直ちに得られたものであるが，乙
の結論が歴史的統計データにおいて資本が労働より速かに増大している
。η ことの一つの理論的説明になっていることに注意することは重要であ
る。
次IC我々は両要素の価格（要素使用IC対する報酬〕の時間径路を求めて
みよう。このためには (13〕，〔15〕を〔3’〕式IC代入すればよい。すなわ
ち，
（却〉 ;, =(Iー α）＇ •(Iーの（喜）•e"'
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但し， L及び K の時間径路は（5〕，（18〕式で与えられている。定直
1により，充分大きな fについて， K は L より速やかに成長する故，
KILは時間と共に増大し，消費財タームでの実質賃銀は時間と共に増大す
るであろう。もし両産業に技術進歩がなければ，消費財タームでの実質賃
銀はあるコンスタントに収飲するであろう。資本財タームでの実質賃銀に
ついても上と同様にして結論が導かれるであろう。資本の実質レントにつ
いても同様に，（14〕，（16）を（4’〉式に代入し， L,Kの時間径路の式を
利用することによって次式を得ょう。
'21〕；， =B C,e人A 但し B＝α＇'fi＇＂ ρL~－ P 
r 
しかるに B>D,r>Dであるから，資本財表示の資本のレントは増大する
であろう。 a~b なら消費財表示の資本のレントも増大するであろう。
定理2：いずれの財のタームにおいても実質賃銀は，充分大きな tにつ
いて時間と共に増大する傾向がある。もし両財産業に技術進歩がなければ
実質賃銀はある一定値にむかつて収飲する。資本財タームでの実質レント
は時間と共に増大する。しかしもし資本財産業における技術進歩が消費財
産業におけるより充分大であるなら消費財表示の実質レントは減少するで
あろう。
歴史的統計データも大体定理2の結論をサポートしていることは明らか
であろう叩。次に我々はリラテイヴ・シェアの時間径路を調ベこれが統計
データの示す如く各々コンスタントであることを示そう＂＂ 0 ;tもこのこ
とは我々の如き Cobb-Dcuglas型函数においてはよく知られており， こ
己ではその再確認を行なうにすぎない。我々はこのために微分方程式を解
く必要は実はないのである。労働所得の国民所得に対するリラテイヴ・シ
ェアは叩L/(p,X十九Y）と書けるが，（1),(21), (11), (14）式から導
かれる次の関係
(22〕戸Y＝αX/(l-fi〕
を用いれば，
〔23) 叩LI（ぁX十九Y)=(l fi)/(l ＋α fi) 
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となり時間と関係ない一定であることが知られる。資本のリラテイヴ・シ
ェアも直ちに導かれて〔 1ー 労働のシェア・［α／（l＋α－μ〕］と書けること
は明らかであろう。
定理3：労働及び資本の国民所得に対するリラテイヴ・シェアはいずれ
な時間と関係なく一定であり，前者が後者より大なるための必要充分条件
は 1－μ＞αである。
以上証明された定理1, 2, 3は多くの統計的諸事実を証明し，したが
ってこれらの諸定理の基礎となっているモテソレの現実的妥当性を示してい
る。我々はこのモテソレを用いて一国の比較箆位に関する法則を見出したい
と思う。第工節に述べた如く，資本対は国際間を交易されるが，一度備え
つけられるともはや交易されるととはないと仮定される。古典派以来の貿
易論の伝統にしたがって財の交易に関する輸送費は無視され得るものとす
る。こういった設定の下に一国の比較優位が，封鎖経済下にある各国の両
財の相対価格を比較することによって知られることは周知のととであろう。
各国における両対の相対価格をそれぞれ戸h あとしよう。但し戸＝九／戸z
である。もし p，＞戸2なら， 第1国がX財を輸出し，第2国が Y財を
輸出することにより，両国とも利益を得ることはよく知られている。この
場合第l国の比較擾位はX財にあるといわれる。古典派経済学者もヘク
シヤー＝オリーン定理にしたがう人達も結局この点にとまってしまう。す
なわち両者とも経済は静態均簡にあると仮定しているのである。 しかし
我々がこの仮定をやめ，経済が成長の動態を考えたとき我々は上の如き考
察からくる結論にもや満足し得ないであろう。すなわちある時点においで
ある財に比較優位を有した一国が将来もずっと同ーの財に比較優位を有す
るといった保証はこのままでは見出すことは出きない。実際，場合によっ
ては比較優位関係が時間の経過と共に別の財に転換するかもしれないので
ある。しかも比較夏位関係のかかる“switch”は一回限りであるという保
証すらはっきりでていない。すなわちかかる時点において X 財に比較箆
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位を有した国が次の時点に Y財に，更にその次の時点に X 財に比較優
位を有する様になるかもしれない。もし我々がかかる比較優位の“switch”
がもしあることを知り，そしてそれを予見することが出来るなら，我々は
貿易構造の変化に伴なういろいろなまさつによる損失を最小にすることが
出来るであろう。すなわちこの問題は政策的にも非常に重要な問題であるc
さて己こで我々は封鎖経済下にあるとの国の商品価格比率を求めること
にしよう。（10〕， (12）式から我々は直ちに次式を得る。
fα ＼（ l-/3 ¥fl • 
(25〕戸＝I I l I f3J¥ 1αj 
〔1の，（16）式をとれに代入すれば，
f K¥ 
(26) 戸＝（ある常数〉・ ly)•'"
ftlしとこでの（ある常数〉は α，Fのみに依存する数である。
ヘクシヤー＝オリーン定理に代表される如き近代的比較優位説の一つの
基本的仮定は両国の生産函数が両国については同一であるということであ
る。との仮定の下に上記の関係を用いて両国の価格比率を得る。
α7）ム＝（旦ム〕ぁ＼ K, L, J 
もし両国の要素賦在比率が時聞を通じて一定であるなら，例えば第1国φ
比較優位がより資本集約的な財 Yにあるための必要充分条件は K,/L,>
fζJL,である。かくして我々の経済が静態的均衝にある経済であるとする
なら←ーヘクシヤー＝オリーン定理の如く一一比較優位は要素賦在比率に
よって決定されそれは永久的なものである。乙れは通常のヘクシヤー＝オ
リーン・モテソレにおける要素集約度逆転の問題を無視した結論の様にみえ
るが，これは我々の生産函数が要素代沿の部力性が常に1である（Cobb-
Dcuglas型〉という仮定に基ずいている。さて上記の結論は今までの所論か
ら明らかな如く，技術進歩がなければたとえ要素成長があっても，経済成
長径路が均街成長径路に収飲一－K/Lがある一定値に収叙するーーために
本質的に成立するものであり，むしろとの状態がいわゆる静態（stationary
state）の意味であると解釈してもいいと恩われる。
技術進歩がある場合はどうであろう。我々は (18’〕式を再びふりかえっa
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てみるととにより，充分大きなtについてαω 次の式が成立するととを知
るであろう。
(i+三百）＇
(18つK"o （常数） L,e ' ' 
この〔常数〉を明示的に書いてみる乙とにより，
1. ' K a$1.ーβ V
－，－－－－＂！＇＿ 二－－－－.←τ－e仁王；（充分大きなtについて〕α8〕 L '°'T一－b＼ 二E¥1 +1=)3) lβ 
を得る。両国の生産菌数が同一財について同一であるという仮定すること
により， α.fi. a. bといったパラメターが両国を通じて同ーであること
を使用すれば，両国の商品価格比率が，充分大きな tについて，次の如く
得られることがしられよう。
l,+...E_ 
1-/3 
(29) pi/p,"o 一一~b ＝常数 （充分大きな fについて〕I，十' t-fJ 
かくして両国の比較優位関係は塁期的にみれば一定になる。すなわちいわ
ゆる定常的状態におちつき，それからは“switch”は生じない。そしてそ
の定立される比較優位関係は各国の労働成長率にのみ依存する。すなわち
労働成長率のより大きな国はより労働集約財Xに比較優位を有する様に
なる。さて（29〕式はこの様に比較優位関係の長期定常状態を示すであろう
が，それにさ亘るまでにおいて比絞優位関係の“switch”が生じないという
ことにはならない。我々はく29）式を「充分大きな fにおいて」という意
味で導出したので，したがって充分大ならざる fについては伺ともいえな
い。途中の比較優位関係については上の如き式についてより詳細に検討さ
れねばならない。しかし検討を径なくとも少くも考えられる“switch”一一
“inter-temporal reversibility”一一ーが一つある。例えば初期においてK,/L,
＞ι／L，であるとしよう。しからば第1国はより資本集約的なY財に又第
1国はより労働集約的なX財に比較優位を有するであろう。さてもしI,>
んなら，長期において第1国は労働集約的な財 X に，第2国はより資本集
約的財 Yに比較優位を有する様になるであろうことは既に論じた湿りで
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ある。しからば「初期Jとこの「長期定常状態」の聞に比較優位関係の逆
転が少くとも一回生じていなければならない。例えば現在米国の人口増加
率は非常に高く，例えば日本のそれはあまり高くないが，現在時点において
は米国は日本に比べて資本がより豊富な国である。したがって現在時点に
おいて米国はより資本集約的な財を日本に輸出し，日本は労働集約的な財
を米国に輸出するであろう。しかし米国の人口増加率が日本のそれより大
である限り，かかる比較優位関係は将来逆転するであろうというのが我々
の結果の意味である。九
定理4:tが充分大きくなるにLたがって比較優位の関係は安定的に
なる。しかしとの比較優位の「長期定常関係」と初期の関係との関には
“switch”がありうる。すなわち初期において消費財に比較優位にある国
が終りには資本財に比較優位を有することがありうる。そしてこういった
比較優位関係を規定するに際して基本的に重要なのは各国の相対的労働成
長率である。尚我々のモデル10:おいていかなる場合においても比較優位関
係を決定するのは各国の要素賦存比率の相対的大きさである。
この定理について注意せねばならないのは，同一財の生産函数は両国を
通じて同一であるという仮定である。この仮定の結果， α， ~， a,b といった
パラメーターは両国を通じて周 であり，これが結論をかなり鮮明ならし
めているのである。生産函数が異なる場合を考案するのはα，Aa,bといっ
たパラメターに国を示す数字を附して〔α＂fi, etc〕上記と全く同じ分析
を行なえばよいととは明らかであり，それは単純に機誠的な数学の簡単な
演算問題であろう。しかしその結果は上記の結論に比べかなり不透明なも
の！Cなり，経済学の理論としてあまりすぐれたものにはならないであろう。
Cr（に我々の上記のモデルにおける一つの困難な点を注意しよう。我々の
モヂルにおいて両国経済が封鎖経済にあり，したがって両国は貿易をして
いないのであるが，これは比較優位を調べる際，両国が貿易をしていると
仮定することは全く無意味である 貿易が閲かれていれば両国の商品価
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格比は常に同一であるーーからである。しかしこの事は比較優位関係が長
期において“品目tch”するか否かの問題の重要性をかなり失わせている。
すなわち現実の経済政策において比較優位の関係が重要な問置になるのは，
後進国が現在の比較優位が工業にないからといって工業化を永久にすべき
でないか，工業品を輸出するに至ることはありえないか，すなわち比較箆
位の関係が逆転する様なことはないであろうかc これに対する周知の議論
に比較優位の議論は本質的に静学的のものであり， E語学的反面においては
当然異なってこなければならないというものがある。これは先にふれた如
く古くはアレキサンダー・ハミルトンやフリードリッヒ・リストの保護貿易
論として現われ，現今一般に幼種産業保護論（infantindu,try arguments〕
としてまとめられているものである。さて我々のモデノレは！直接には上の問
題には答えてない。この意味で我々の上記の分析の一つの困難ないし弱点
に当面するわけであるが，それにもかかわらず上記の議論に重要なメリッ
トを見出すととは容易である。第ーにそれは比較優位の関係が長期には一
つの型に収欽することを示し，第二にそれは外国貿易の国民経済に与える
影響が比較的小さな国〔例えば米国〕で外国貿易の影響を無視出きるとし
たときの幼稚産業論に対する一つの解答を示している。
この節を終る前に最後に両国における生産函数が同一財についても異な
る場合について記してお乙う。これは次の如く上記の定理4の系として書
くこと泊Z出きょう。
系：もし一国において何等の技術進歩がなく，又他国における技術革新
の結果がその国に伝達されることがないのなら，技術進歩の生じている国
の比較優位は， fが充分大きくなれば，資本財産業の技術進歩が消費財産
業のそれより速やかなる場合においては，資本財産業にある。
（証明〕 証明は（26),(29〕両式から簡単に導かれる。すなわち（29)
式は，例えば技術進歩は第1国にのみ生じているとすれば次の如く書きか
えられよう。
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(29’〉 p,/p，キ（常数） • e'"' "" 〔充分大きな tについて〕
も＼， b，＞向なら，充分大きな tについては，両国の初期の要素賦存比率
が同であれ，常に丸＜戸2 になる。これから定理の結論は明らかである。
尚同＞b，なら逆に消費財に比較優位を有する様になるであろう。
すなわち比較優位での決定において技術進歩の効果は資本蓄積効果に打
ち克つことが明らかにされたのである。但しこの結論に到達するのに，両
国共資本家のみが貯蓄し，したがって資本家の貯蓄率が両国共同じ1であ
る乙とが，本質的に重要であることは指摘されねばならない。もし両国に
おいて技術進歩がお己るが，異なった率でおこり，かつ α，Fは両国共共
通であるとすれば，上の系の結論は次の如く修正されるべきであろう。す
なわち第1国の比較優位は
〔b,-b，）ー（a,-a，〕＞O なら Y財
(b, b，〕 （a，高）＜oなら XM
II 
本節において我々は前編の「封鎖経済」の仮定をやめ，ク十国貿易を行な
っている開放経済について考えてみよう。この点を除いて我々は前節と全
く同じ仮定をそのまま用いることにしよう。我々は世界はし 2の二国か
ら構成され，各国は消費財 （X)，資本財 CYヴのニ財を資本 （Kコ，労働
(L〕の要素で生産すると仮定する。資本財は国際間貿易されるが一旦す
えつけられると国際聞を移動しないとしよう。我々の方程式体系は第（7)
式までは前節と全く同じである。ただ各変数に対して国名を示す数字を附
せばいいだけである。かくして我々は〔1）ー〔7）各式から18箇の方程式
を得ょう。尚前節における（3つ，（4’）， (10), (12〕の各式も本節におい
てそのまま成立することに注意しよう。
さてこ ζで我々は国際貿易を体系に導入する。我々は K,fL,>K,fL,を
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仮定し，比較優位にしたがり，第1国はY財を輸出し，第2国はX財を
輸出しているとしよう。今M；をt国の輸入量〈したがって M，はX財
であり， M，はY財であるとすれば，〕我々はまず，
く3日〕 K,=Y,-M,,
〔31〕 fむ＝Y,+M,
を得ょう。我々は第l国を「先進国J（又は“Mancunia”〉，第2国を「後
進国」（又は“Agraria”〕と呼称してもいいであろう。最後に或々の体系
を閉じるには次の国際収支の均街式を導入すればよい（単位を適当に選ぶ
ことにより為替レートは常に1であると仮定しよう〕。
(34！九M,=pxM,
かくして先の18箇の方程式と併せて我々は23箇の方程式を得る。我々の体
系における未知数も23筒があり，体系はコンシステントである。未知数は
K,, K,, Y，｝ぺi，帆，叫， r,r, K,, Iι，K,,, K,,, K,,, K,,, L L,, 
L,, L,,, L山 L,,,M., M,, PC＝九fp，〕である。尚体系のうち部J学の基
本式は（30〕と（31）式である。
さて我々はまず最初に我々のモテソレにおいてサミユエルソンの［16],
[lη いわゆる「要素価格均等化定理」が成立することを注意しよう。こ
れは我々のそテソレが2国2財2要素，限界生産力説を仮定していることを
祖起すれば当然考えられることであろう。
定理5：〔要素価格均等化定理〕．我々の現在のモデルにおいては，帆＝
叫， 1,＝η である。すなわち要素価格は両国において均等化する。尚 Pxi
=p，〔＝p,),P,.=p,,(=p，） であり，各産業の要素集約皮は両国において
等しい。
（証明〕ー (10) （又は（ll〕〉および（12〕により， h 〔叉p，） はpに
ついての一価函数である。 したがって Pn=Pro, P,. ＝ρ回である。よっ
て（3〕，（めにより， w，＝回＇ r，＝η である。〔証終）
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系－
却 ，；p，＝甜d1うu 町／P,＝時Jp， 卸 ,Jr-,=w,Jr, （但］＿， i=X, :J), すなわち
両国における要素価格はリアル・タームにおいても均等化する。
我々の上記の要素価格均等化定理は動学的設定の下において証明されて
いることに注意すべきである。従来の要素価格均等化定理は普通静学的設
定の下において証明されているからである。尚上記の動学的，要素価格均
等化定理の証明において生産函数がCobbDouglas型であることは用いて
ないことを注意せねばならない。一般に生産函数が一次閥次でさえあれば
上記の「均等化定理」は成立するであろう〈町。
さて我々がかかる要素価格が均等化した後に考察を集中すれば分析は著
しく簡単かっ透明である。まず（32〕，（33〕両式から，
(35）叩（L,+L，）＝あ（X,+JじJ，又は
(36〕（1ー α〉・（L,+L,〕＝L,.+L,,
(6）式を想起すれば，
〔37) α〔L，十ん〕＝L判 ＋L,,
を得ょう。（36），〔37）と前節の〔13〕， (14）の相似性に注意されたい。
次に（32〕，（34），〔2),(3’〕を（3））に代入］＿，，
(38〕（1α〕K,=Y,[fiー α＋α〔1-fi)L,JL山］
を得る。同様に（33），ゅの，（2),(3’〕の諸関係を（31〕式に代入し，次
式を得る。
(39〕 (1α〕・K,=Y,[fiー α＋α(1 fi)L,JL出］
(30), (31）の両式から我々は次式を知っている。
〔40〕 K，十K,=Y,+Y,
勿論（40）式は〔38），〔39〕，（37〕からも導かれるがこの方の導出は－ •J
複雑である。さてこの（40）式を（2),(37）式を用いて書きなおし，児
に p,.=P,,=Pvに注意すれば，
(41) K,+K,=(L，十L,)p,e"
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を得る。我々の生産函数の一次同次性 f勿論資本，労働に関しての〉に注
意すれば，
(42) rK，ートア広＝九Y，十九Y, （グ三円＝r,)
を得る。 (1),( 4つ商式をこの式IL代入し，定理5に注意すれば，
(43) /3(K，汁 K,)=K,.+K,,
(7〕式を用いてこれを書きかとれば，
〔44) (l-{3)(K,+Kリ＝Kム＋Kム
一β K,+K(45） 内ーー と 但し p，豆p,=p,, L，十L,
同様に
p=l/3 ＿］£士K,_
, 1ーα L,+L,
乙の〔45）式を（41〕に代入すれば，
(46〕 K=a'-'l''Lけ K'e"
但し L=L,+L,, K=K,+lむ
(5）式から Lは次式で与えられる。
(47〕 L=L"'e'"+L.,e'" 
但し I, I，は各国の労働成長率でする。
との（47）式を用いれば我々の基本的微分方程式〔46）は解ける。しかし，
我々は解を明示的に求めるより，充分大きなtについての近似を求めれば
よいであろう。今「後進国」〔第2国〉の人口増加率が先進国のそれより
大であるとするなら(l,>Z，） ，充分大きな fについては
( 48) L~L., e'' （但 Z,<Z，仮定〕間
かくして〔46〕式の解は
（叫 K＝日〕？叫C
if!. L-' 
(50〕 A＝α，＿PL:;;', B=(l-/3)1,+b 
吋 L~o'
C＝τ土aJq－β－a'-'fi' －－－，「－－，；，；.寸了； K,=K,.+K-fl (I-{l;l,+b 
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我々は（49〕と〔18＇）が形において全く同じであり，したがって定理 1
と同じ結論が世界資本供給K と総労働供給Lについて成立する乙とが
知られよう。又（26）も同様に全く同じ形で成立することに気がつくであ
ろう。かくして我々は次の定理の成立を直ちに得るであろう。
定理6：もし両産業において技術進歩がなければ，要素成長がある経済
においても交易条件は一定に保たれるであろう。もし両産業において技術
進歩があり，その速度が資本財産業においてより速やかであるなら（すな
わち aくの，交易条件は第2国に対して改善する〈すなわち声は時間と
共に減少する〉。逆に消費財産業における技術進歩が資本財産業のそれよ
り充分大であるなら交易条件は第2固に対して悪化するであろう。
もし我々が「ヒックス＝ロョンソン論争」の結末として現われた結論《叫
花あいまいなものがあったことを想起するなら上記の定理がいかに透明な
ものであるかはI直ちに明らかであろう。ただ「ヒックス＝ミクョンソン論
争」においては2国のうち一国には経済成長がないと仮定していたのに対
し，こ乙での我々の分析は一国におきた技術進歩が直ちに他国に伝達する
と仮定しているのである。とれは結局は特許料の如きものが総商品コヌト
花おいて無視出きる〈輸送費の如く〕という仮定と結局同じととであるとも
みられよう。いずれにしてもかくして我々は両国の生産函数は同一である
というヘクシャー＝オリーン的仮定にそのまましたがったことになろう。
とういった事は次の節においてはある程度修正されるであろう。
さてととで分析の本筋にもどり，いくつかの重要変数の時間径路につい
て調ベてみよう。まず（2),(12〕の両式を（38〕式に代入し，次式を得
るであろう。
(51) K,=µp~－；＇ e''K, 
これを解くととはかなり面倒であるので，我々は充分大きいtについての
：近似〔すなわち漸近的経路－asymptoticpath－）を求めることで満足しょ
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δ。このために（49）を用い，
一，！.－ I b 、長τ（，十＆l'
(49’J K"'ea{J lιペ（l，＋戸-p-)' e ヤ
（充分大きなtについて〕
さてこれを用いて（51）式を解くのであるが，その前にこれから世界全体
の資本労働賦荏比率を求めてみよう。
• 1 b晶
(52〕壬主αFτ平（ι，＋可）百=I
（充分大きな tについて〉
さて（45）式によって p，三P"=p， であるから，
1 1 b • 
附
かくして（51）式は解けて次式の如くなろう。
(z，＋一年） t く53) K，とD,e 1 （充分大きな tについて〉
但しD，は積分常数である。
次に（39）式に基いて次式を求めよう。
( ！，＋－，~. )1
(54〕 K，とD,e iβ （充分大きなfについて〕
すなわち充分大きなtについては K，とfζ は略々同じ率で増加し，，ヘ
且っその率は世界全体の資本ストック量 Kの増加率とも等しい。
次に各国の輸入量について求めてみよう。このためにまず
L, ＝今戸与L= ({J a)p, (i=l,2) 
肘 E,-p,, E,(l α〕Fー（1ー のαp,
の関係に注意しよう。ここで E，は第2国の要素賦存比率であり次式の如
く与えられよう。
(z, It＋τ主）1
〔町 E,=-L~ ＝D,e 一「 ｛旦し D,=D,/L1。（i=l,
この関係を用いて’〔45’）， (53），〔55）を（38〕式に代入すればまず Y,
が求められ，
I b ¥ (i，十Jー）1I 可肉 、〈回〕 Y，＝芋~＼l, ＋百jD,e ' "'¥1一戸＇！，－F,e' ) 
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( ,-=:,-( b 下可lf且し民＝-"1:」－jp '[11+ ) f fJ D, l ¥ 1-{J J J 
とれを（3~〕式に代入L，時間 t を充分大きくとれば．我々は第2 国の輸
入量の時間径路を求めることが出来よう。すなわち cz,<1，を仮定して〉
（町 M,と1でfJ(I，＋一色 ）n）＇十ι）t
fJ－α＼ 1-fJ J 
（充分大きな tについて〕
次に M,=pM，なることに注意すれば，第1国の輸入量 M，を求めるた
めにはまず声を求めればいいことは気がつかれよう。乙れは（26),(45’〉
を参照して直ちに求められ，
(a-1α ゆ
(58) pキGe 1 μ （充大きな tについて〕
但L G=15; 'F・-1( f!_ )'( ~－fJ )• 1 、α，、よ一α ノ
かくして，
(59) M，とGe( i,+a+T-与）t （充分大きなtについて〕
但し G-=-1三戸－（z,＋一旦 ）D,G
fJ－αk ' 1-{JJ 1 
第1国をおよび第2国の資本財の生産量の漸近的径路を求めるととはもは
や簡単であろう。（5めから，
( b ¥ (1,+., ・-,)t 、
(56’〉 Y，＝亨一二竺［I,+ v } D,e 1 P ，（充分大きな tについて〉fJ－α＼ l-/3) 
同様に，
宅ト f h ¥ (1，＋土 ）t 、
(6日〉 Y，とJ三空（I,+ 。)D,e i-p 〔充分大きなtについて〉
-fJー α＼ 1-/l) 
我々はこれらの変数 M,,M,, Y,, Y，がすべて同じ率で成長する漸近的
な成長径路をもつことに注意せねばならない。 との率は 12>11なら l,+
占日えられるべし以ならいP で成長するであろう1-fJ 
定理7：両国の輸入量，資本財生産量は fが充分大きくなるにつれ同じ
率で成長する漸近成長径路をもち，乙の率は例えば l,>11なら I,+ b 1-fo 
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で与えられる。文各国の資本ストックの量，世界全体の資本ストックの量
も同じ漸近的成長径路をもっ。尚己の定理の結論は各国の要素集約度関係
と独立である。
次に我々のなすべき当然の課題は両国の消費財産出量の時間径路につい
て調ベる乙とであろう。しかしこれは上記の分析と全く併行に出き，いわば
簡単な演算の演習問題であるから省略することにしよう。そのかわり我々
は前節で問題にした「比較優位」の問題について再び考究してみたい。我
々は上記の分析において M,,M，が正の量であるかの如く扱ったが，我
々のモテソレからは実はこれは要求されていなく，負の量であっても差支え
ないことにまず注意しよう。負になれば当然上記の輸出入関係（＝比綬優
位関係〕は逆になるであろう。我々はここで M,,M，の正値条件を求め，
これが前節において考察した比較優位論とコンシステントか否かを検討し
てみよう。
まず（1），〔3’〕を〔32〕式に代入L,
る故，
M,=(lー α）Jf•~L,-X， を得
.L..IJ:l 
(1α）Li/L叫這 1 にしたがって M，言。
同様に（33）から
(1ー α〕L,/L,,"'1にしたがって M，雲0。したがって例えばM，が正なる
ための必要充分条件は，
(61〕 (1α）L,/L,,>I>(I α〕L,/L,,
今L叫 ／L,=(p,,-E，）／〔P制－p，ふ（i=l,2）の関係を想記すれば（61〕式
は次の如く書きかえられよう。
(62〕 {JE，＞αp,>{JE,
かくして M,>Oなるための一つの必要条件は広＞E，なることである。
すなわち第1国が消費財を輸入する（したがって資本財を輸出する〉ため
の必要条件は，第1国の資本労働比率が第2国のそれより高いことである。
とれはまさに前節において静学的状況で求めた比較優位のための条件とー
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致する。
次にかかる開放経済において，こういった比綾優位の関係は時間と共に
如何に推移するであろうか。今 l,>l，を仮定するなら，上記の議論から
充分大加についてE，は（1，ー I，＋占）の率で， Y.E, f:I b/(l め
の率で増加することが知られよう（〔55）式参照〉。もし逆に Z，＞んなら充
分大きなtについて E，の増加率はb/(1 のであり， E，は｛I,-1,+b/(l 
ーのiである。かくして我々は I,I，の相対的大小により比較優位関係は
“switch”するであろうことが知られる。そしてこれは前節の議論とコン
システントである。かくして，
定理B 比較優位関係一一貿易のパタン（すなわちM，とM，との符号〉
ーーは我々の開放経済一般均衡モテソレにおいて，モデルから決定されるが
これは前節に沿いて論じた動学的比較優位関係とコンシステントである。
IV 
前節において我々は同一財の生産函数は二国を通じて同一であり，叉一
国に生じた技術進歩は無視し得る時間内で他国に伝達されるものと仮定し
て二国世界の勤学的一般均衡モデルを構築した。 とれらの仮定は前にも
ふれた如くヘクシャ｛＝オリーンの伝統にしたがったものである。しかし
我々がヒックスの「就任講義」以後の熱した交易条件論争を思いおこす
時，己の論争においては両国の生産函数が周ーであるとか，一国の技術進
歩が他国へ直ちに伝達されるということは必ずしも仮定されてないことに
気がつかれよう。そこではむしろ技術進歩等が一国のみにおき，それが
他国に全く伝達されないといった状況の下で議論されて』、る。本節におい
ても我々は一国で生じた技術進歩が他国に対して無限大のスピードで伝達
されるということを仮定しないことにしよう。かくして肉キ向ムキ九で
ある。 これは我々は一国の技術進歩は有限のスピードで伝達され叉両国
において同時に技術進歩もある場合も除外してないことを当然意味してい
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るであろう。我々は同＞O,b,>D (i=l, 2〕を仮定するであろう。 しか
しながら我々は技術進歩は申立的であり，生産函数の形は技術進歩を除い
ては同一財については両国を通じて，同一〈α，＝α＂/3, ＝ん〉であると仮
定しよう。勿論乙の仮定宏とり去ることは出きょう。しかしこれはこれか
らなお計算を著しく箇倒にし議論や結論において得る所を少なくせしめる
であろう。
さてこういった新しし仮定の下では要素価格均等仮定立もはや成立し得
ない。我々は（11〕，〔12〕式よりまず次の諸関係を得ることにしよう。
（臼〕 P＝が叫→のaρゲi1ー α）け［ーιγ（i=l,2〕
¥I-/31 ＼αj 
1 b,-a, t , ，、，－~ / D 、＿，
(64) Pr< ＝戸α一βe α一回 （ ょーα）' ( I'_)' (i=l, 2) 
¥l-/31 ＼αj 
1 •• ' ' " . ".' I 1一作、 Pl N 、＿， ' 〔65) p,, ＝虫 α－• e a一戸 l ム ~ l l ~ l (i=l, 2) 口三戸） ¥7J 
点〉くして
f ( f3a，－~• ¥l 一(66) w,fp,= （常数〕• ~exp(-/i二~t)f 戸トα
-・ f ( f3a，ーαb ¥) ll= 
(67〕 叫品＝〔常数〕・同l寸：=a'-tl{p 
f (Iー α滅ー(l-f3)a, l .~ （鎚） r品＝〔常数〕・ texp Fー α 巾
（ω〉向／p,= （常数〕•jexp企ヨ浩二金ニ也Ltfp1-:C~ 
l ρ一α } 
但し（66）ー（69）においていずれも i=l,2。これらの諸関係から直
に次の定理を得ょう。
定理5:（要素緬格不均等化定理〉：我々のモデルにおいて，
σ6) 出，＝lexpj/ 〔f3(a, a，）ーα〔b, b，）ト1・叫2
」＼ ρー α ＇＂
(71〕叫＝＝exp｛ム（1ー α〕（b，一ωー （日〉（α1ー ω）ト
〔系1) 両国における賃銀格差が増大するための必要充沿条件はf3(a,-
a，）＞α〔b, b，） である。資本に対するレント（利潤率〉の両国聞の格差の
増大するための必要充分条件は戸（ム b，）＞α（a,-a，） である。
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（系2）：同一財産業における両国の要素集約度の関係は
（η） Px1 ＝~ 
(73) PYI =I expτLtcα1 b，〕〔a, 九））1ρ担
」 p－ー d
と与えられる。
今記号の簡単化のために叫＝W,r,=rと書き μ，νを次の如く定義しょ
フ。
（九〕 μ＝戸長l仇 －a，〕ー α〔b,-b,)}
(75〕 ν＝τL←｛(lー α）〔b, b，）ー(1 －~）（a，一時）｝
ρ一α
我々はこの μ，νを各国の閣の相対的技術進歩の指標を示すものとしよ
う。例えば第2国において技術進歩が全くないと仮定すれば
~a， αb，＜主O にしたがって μミO
α＜P, a,<b，なら ν＞D"
ということが出きょう。我々は（35）を書きかえて，
(35’〉叩（e''L,+L，〕＝ル〔X,+X,)
(1）及び（3つをとれに代入し，
(36’〕（1ー α）（e''L1+L,)=e''Ln十L.,
(6）式を参照して，
(37’〕 α〔e''L,+ L,)=e''Lui + L同
(38), (39), (40〕の三式は本節の新しい仮定の下でもそのまま成立する。
(41）式は書きかえられて，
(41’） K,+K,=(e''L,+L,)p,,e'" 
この式を導くには（41）式を導いたと同様な手続を行えばよい。（43).
(44〕式も書きかえられ，
(43’〉戸（e''K,+K，〕e''K,,+K,,
(44’〕 (1 P)(e''K,+K,)=e''K,,+lじ2
(38), (39）がそのまま成宣する事を想起すれば，
間 i，＝己正ゆ
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〔3的ム＝ 1 .：－；；－｛（~ーα〕＋α〔1ーのL/L,,}L山e'"
主主理 5’の系を参照し， μ，νの定義を組起すれば
〔76) K， ー L，，（~ーα〉＋α(1ーのL, "' T Luよ日向司'JL;"c
叉は，
K, K, (77〕ーτー ＝－v e 
K，内
記号の簡単化のために L,K, L,, L,, K向 Kν を次の如く定義しよう。
(78〕 L=e''L,+L,
(79) K=e''K，＋ι 
(80) L.=e''L,,+L,,, L,=e''L引 ＋L目
(81) K,=e'' K目十K,,, K,=e•'K,町＋｝（，目
かくして（36’）， (37’h〔43'),( 44’〉は書きかえられて，
(36’つく1α）L=L,
(37”〕 αL=Lu
(43つ fiK=K,
(44”〕（1F〕K=K,
これは勿論（13),(14〕， (15〕， (16）の各式と著しい形式的類似性を有す
る。定理5’の系を参照して，
J主！＿ ，，νρ＇＝ K＂＝~＝＆＝庄
L., - L担 Lyie''+ L,, Lu aL 
Jがくして，
_ fi K 
(45’） p町一ιτE
この（45’〕式は（41’〕，（77）の両式とあわせて我々の動学的体系の本
質的部分を構成するといっていいであろう。広， K，，ρ仰が基本的な変数
である。しかし我々の体系は計算を遂行するに未だかなり複雑である。こ
のために我々は次の如き仮定をしよう。
［仮定キ］ μ<O，ν＞O. 
この仮定を得るには例えば第2国（“Agraria”〕の技術進歩が第l国
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（“Mancunia’つのそれに比較して両財産業において充分遅く，第1固にお
いて消費財産業の技術進歩が資本財産業のそれに比べて充分遅い （a,((b,)
と仮定すればよい。もし現実の条件に異論があるならば，それに応じその
［仮定＊］をかえて先に進むことが出きょう。ここでは我々はとの f仮
定＊］に基いて分析を進めよう。
さて充分大きなfについて (77〕式は次の如く近似化出きょう。
[( [(, 
(77’〕ー 」一 一よ （充分大きなtについて〉K, =, K, 
更に我々は労働人口増加率は“後進国” 第2国 において“先進国妙
（第1国〉のそれより大であることを仮定しよう。すなわち l,<I，であ
る。かくして (78〕式を参照して
(78) L=L,,e''' 〈充分大きなfについて〕
今や（41’λ「45’〉，〔77’）， (78’〉を参照すれば，
(82) K,=; （常数〕 K''[expl(lー のI，＋ι＋んJt]
〈充分大きなtについて〉
との微分方程式を解く事により，
「 I b,+fJν1 l 〔83) K，と〔常数〕＼ e却 i'+ ftI c充分大きなtについて〉L l 1 fJj」
同様に K，について，
陶瓦＝（常数〕「吋I,＋与さ手｝tJ （充分大きなtについてJ
叉次式も得ょう。
( b，＋ν＼ (45つp,,=（常数）exp¥ )t, 「充分大きなtについて〉¥ 1-fJ J 
「63）式を参照するなら我々は次の如く交易条件に関する式を得るととが
出きょう。
(85) P＝〔常数〉・iexp（α＿ _l二αb，阿倍分大きなfについて〉L ¥' 1 fJ J_ 
仮定により a，＜ム， α＜fJであるから，我々は 9が時間と共に減少するこ
とが知られよう。かくして，
定理6’我々のモデルにおいて交易条件は第2国〔Agraria〕に対して
時間と共に改善する（充分大きなtについて〉．叉充分大きなfについては
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両国の資本ストックは略々同一率で増加するであろう。
さてこの定理により我々は第1国はいつかは困難に逢着するということ
が出きょう。これは本質的には我々の［仮定＊］によるものである。この
仮定で皮肉なことは第1国が第2国より速やかな技術革新をしたおり，そ
れにも拘らず定理は第1国が困難におちいるということを伝える。もし一
国から他国に対し技術革新の伝達が充分速やかなら，我々の［仮定＊］は
成立せずLたがって定理町の結論は必しも成立しない。これが“先進国”
の困難を回避する一つの政策的助言の基礎となりうるであろう。
我々は更に定理6’がヒックス＝ジョン1ン論争において開発された縦
念である「超輸出偏向的」の場合にあたることを注意しておこう。尚欲す
るなら我々は交易条件及び資本ストックの時間径路の他に他の重要な変数
（例えば各国の一人当りの消費財消費量ー生活水準を示すと考えられるー｝
の時間経路について求めることが出きるであろう。しかしこれについては
読者自らもはや簡単に自ら計算出きるであろう。
附論資本財の減耗効果について
我々が第2節においてモテソレを構築している際，モデルの動学を規定し
ている方程式として導入したのは，
(17) K=AKPer' （但し A,/3, rは常数 Fくわ
であった。そしてこの式の基礎は，
(8〕 K=Y
であった。我々はここにおいて資本財が決して減耗しないことが仮定され
ていることを注意した。この仮定は辰近の経済成長論の文献において屡々
見られるものである。もし我々がこの仮定 無限耐久期間一ーを望まぬ
なら，我々は次の如く解釈することも出きょう。すなわち，資本財の減耗
量（depreciation）と資本財の量との聞に一定の既知のー函数関係があり，
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資本財の粗生産量の観測jから「純」生産量（＂net"of depre口ation〕を推
定出きるとするのである。すなわち我々の Yを粗生産量とせず，「純J
生産量と解釈するのである＂＂ 0 この取扱いは問題を著しく簡単にする様
に見えるが一つの困難な点を含む。すなわち，かかる「純」産出量 Yは
「2〕式で規定された如き生産函数をもちうるであろうかというととである。
蓋し生産函数はあくまで「粗」の概念に基いたものというべきであるから
である。
ミードは彼の近著［12］において“depreciationby sudden death，，と
よばれる減耗を提起している。とれは機械がある一定期間〔例えばN）全
く同じ能率で稼動し，その期間の後突然無価値のスクラップと佑する場合
である（28）。今乙の考えにしたがって I〔8）式を書きかえれば
〔8’） KC.t)=Y(t〕－Y(t-N〕 （但し Nは資本の耐久期間〉《叫
乙れは非線型の定差微分方程式となり，その解決は全く容易でない。
他の減耗に対す扱い方はヴィクセル＝オッカマン流に Nを常数とせず
に経済主体の最適化行動を反映する体系内の変数とすることである。とれ
は例えば最近 Solowにより最近考察されているが，我々の如きモデルで
はとても複雑になりすぎ，扱い得るものにならないととは明らかであろう。
減耗に関するもう一つの扱い方はミードがその近著において「deprecia-
tion by evaporationJとよんだものである山〉。これは要するに資本財の
一定部分が年々資本財震に対するある固定割合で減耗して行くごときもの
である。先に述ベた如き Yを「純」産出量と解釈する方式は暗黙漫にこ
ういったことを仮定していると考えてもよかろう。さてこの附論の目的は
我々はが減耗に関してこういった扱いをなすとき，資本の減耗が全くない
と仮定する場合に比べ結論において何等の差をもたらさないことを明示的
K証明することである。我々はこれを本論文のすべての場合について検討
する余裕をもたないが，以下の論理が他の場合についても基本的に成立す
るであろうことは容易に知られよう。
今資本財がその量に対する一定率平で減耗するものとすると〔8〕式
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は書きかえられて，
(8つ K＝ー マK+Y
かくして（17〕は書きかえられて，
(17つK＋甲K=AKβB＇ι
我々の課題はこの取扱いが我々の結論をかえないことを証明することであ
る。すなわち我々は〔18）式の場合（資本減耗のない場合〉について資本
の漸近成長経路が r/Clー のであることを証明したが，我々は上の如く資
本減耗を評した場合についても同様な結論が成立することを証明するであ
ろう。我々は二つの証明の方法を示それ
［証明1]:JOOを仮定L,(17’〉を参照して，
K/K=AK•-'e＇＇ 守
さて phasediagramを次の如く描くことにしよう。方程式においてが
はtが増加するにつれ，カーブの勾配を変化させるだけでカーブと横軸の
交点は変化させないであろう。さて図において， K点は明らかに安定均衡
点である。そして均衡点はこの一点しか帯在しない。何故ならK:<Kなら，
JOOであり， K>玄なら，
K<Oであるからである。か前く
くして AK•-'e'＇ーマ＝0，す
よ Lt
なわちK＝（去）ベ.－f0'
（証終〉
C証明2]：次の証明方法は
線型微分方程式に関する初歩
的知識を用いる乙とである。
乙のためにまず U=K•-1 の
如く変数変換を行う。かくし
ー ?
比：／K=AK1H erl:._ 7l
K 
第 1 図
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したがっては書きかえられて
U+(l /3〕甲U=(l-/3)Aer<
とれは簡単な線型微分方程式であり，解は，
U=e－叩が｛＼•＂白
かくして K＝「常数〕elβt （証終〉
脚註
(1）本稿はもともと1961年春ロチェスター大学において展開されたも白である。
L. W. McKenzie教授白コメントに感謝したい。尚本稿の形にするにあたって国際
基督教大学行政大学院にフォード財団より与えられた研究資金より援助をうけた。
厚く感謝致したい。勿論論文白内容についてはフすード財団及び上記大学院は何等
賞を負わぬものである。
(2〕 拙稿［23],[24], [25］において基本的に比較静学的な経済成長田分析が
行われた由花対し，勤学による分析を試みるという意味である。
(3）論争に参加した人々白名には例えば，ヒックス【7］，ジョンソン［8 ］，ミシ
ャン［13］，アシマコプロス［ 1 J，ケンプ， γ一トン，パグワーティ［2], [3], 
フインドレイ＝グルーパート〔5］等を挙げるEとが出来よう。 Eれらの論者の文
献としては拙著［26］参照。
(4) 己白概念を始めて提起した白はヒックス［7］である。
( 5〕 ソロウ［19］参照。尚ハロッド・ドマーJレロモデルはソロウ・モデルの一つ白
出発点であり，当然ー財モデルというべきも白である乙とに注意しよう。
(6）二財成長モデルは最近仲々流行しており，早くから研究に着手した宇沢，稲
田，高山等の他民最近 Drandakis，天野などの名が見られる。
〔7) Eれについては拙著［26]p.80参照。
( 8) Cobb-Douglas型白生産函数を古く用いた有名な例はヴイクセJレである。そ
白後持に実証的研究において非常に屡々用いられ，割合良好な結果を得る乙とが出
きる己とがよく知られている。しかし乙白型白生産函数也基本的特徴であるのは要
素代替の弾力性が常に一定であり， Eつ11c等しいという乙とであるが， Eれ由実
証的検証はそれほど容易でない様である。むしろそうでないという結論すら出てい
る。しかし我々は従来由成功した例に勇気づけられ己白函数を用いて分析を先に進
めたいと，思う。蓋し生産函数に己目様な何等か白明示的な規定をせぬ限り，我々は
より徹底した透明な結論を得る乙とが不可能であると思うからである。 これは有
名な仮定である。 KarlMarx等古典派的経済学者によく用いられ，そ白後屡々採
用されたも白である。最近己白仮定をはずす試みも見られるが〈例ドランダキス
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[4］あまり得る所が少ない様に思われる。現実I＜：対する大胆な近似としてモデル
を著しく透明にするこ白仮定はマルクス由理論家として白優秀性を示すものかもし
れない。
(10）技術進歩は，資本白限界生産力白労働白限界生産力に対する比が資本労働比
率（要素要約度）が変化しでも不変由時，ヒックスの意味で中立的〈“Hicksneu-
tral＇っとよばれる。己れと対立的に用いられる白が技術進歩也ハロッド中立的自概
念である。生産函数がコプ.!J＂グラス型白時且っそ由時に限り，両者自概念が一致
する己とが証明されている。宇沢［28］参照。
(11) ヘツクシャー＝オリーン・モデル，特にオリーン白それ［14］では資本は本
稿白モデルで expl山tな如く資本財と解すべきよりは貨幣資本と解すべきであると
いわれている。しかし適当な考慮さえ払えば本稿白如く解釈しても差支えない様に
思われる。
(12) 資本財（わが消費財ex〕より常に資本集約的なための必要充分条件はαくβ
である。
(13) 己の仮定にでいては本稿末尾白附論を参照。
(14) 次白〔9〕式から（1),(2）を用いて〔特にそ白線型同次性） rK=PuYを
得る。尚己れは K/K=rfp，とも書きかえられよう。かくして資本自増加率は資本
財価格ではかった実質レントに等しい。 Eのフオーミュレーションは例えば宇沢
[27］等により用いられたものである。
(15) 貨幣は本モデルでは explicitな役割は果さぬ故絶対価格は決定されない。
(16〕時間tI＜：関するある変数 Z（のは，時間白ある函数f（のについて limZ(t) 
Z一歩ω
/f(t〕＝常数（＞0）白時Z(t〕はf(t〕I＜：闘して漸近的に安定（asymptoticallystable) 
と一般的に呼ばれる。我々の場合上田「常数」は零であり， f(t）は exp（五ド）
である。 f(t）を漸近的成長径路とよぶことが出きょう。我々が本稿で考察田中心
とするのはこの漸近的成長径路である。尚上白概念規望において一般には Z(t),
f(t〕等白函数はヴェクトノレ函数と考えるEとが出きょうロ上の如き概念を最初に経
済学に用いた白はソロウ＝サミュエルソン［20］であると思われる。己申概念は成
長や勤学の問題を扱う白に基本的に重要である。
(17) 乙ういった経済成長に関する主な統計的事実に関しては例えばカノレドア［11]
における要約を参照されると便利であろう。
(18) Eの統計的事実を特に重視した自にスミシーズ［18］がある。彼は己れを彼
自理論モデル白基礎においている。すなわち彼は実質賃銀が時間と共I＜：指数的に増
加する函数であるといった関係を外から体系に外生的I＜：与えてしまっているのであ
る。勿論賃銀についてかかる外生化を行なうと雇用条件白規定が行なえず完全雇用
白仮定を導入出きない。尚彼のモテソレは中立的技術進歩，コプ・ダグラス型生産函
数の財成長モデルであり，本稿の極く簡単な場合とも考えられようa
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(1の これを特に重視した自はカルドア口l］である。コプ・ダグラス型の生産閣
数，中立的技術進歩白モデルでζれが簡単に証明し得る乙とはよく知られている。
尚二財モデルでより一般的な生産函数については必しも己れがいえない。 般的考
察については例えば拙稿［23],[24］参照。
(20〕 己申様な表現は本稿において大変屡々用いられるが，己れは前述の如く（脚
註（16））漸進的安定住由概念を追究している白であるといえよう。
(21) ζ白様な比較優位関係白 inter，担mporalre冊目ibilityを最初に理論的に論
じた白にパグワーティ［3 Jがある。
(22）要素価格均等化定理及び特にそ自問題点については拙著［26］第m章第2節
を参照されたい。
(23) すなわち漸進的安定性である。
(24) I: Q)論争白しめくくり的展望については拙著［26］第四章第2節，第33節参
照。
(25〕 両園田均等的発展（balancedgrowth），世界白調和的成長といえよう。
(26〕 αくFとは先にふれた様l己資本財産業が消費財産業より常々資本集約的な乙
とを示している。この関係が逆白場合についても同時量な分析を行なって μ，ν白値
を確定出きょう。 Eζでは α＜fiを仮定して行きたいと思う。宇沢［27］等白モテ’
Jレでは消費財産等の方がより資本集約的であるとされたが，己れはあまり現実的で
ない織に思われる。
(27〕最近の文献で乙白様な扱いについて考察した白に Haavelmo[ 6 ］〔116ベ
ジ以下jがある。
(28) ミー ド C.12]p.63, 
(29) 乙白様な簡単な形でさえ最近問題になっている貸本白 vintage白問題は捨象
されてしまっている。
。。） ミード［12]p.63。
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Comparative Advantage, Distributive Share 
and Balanced Growth 
A Dynamic Analysis 
Akira Takayama 
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One of the spectacular pheno:nena in the w田ternhistory of econo一
世ICdevelopment IS the behav10r of“Great Ratio3，” such as the 
<:onstancy of the relative wage income share to GNP and the incr 
e田mgtrend of世1eoverall capital-labor endowment ratio. Many 
せ1eoretI回Istudi田 havebeen done to explam世田 abovefacts The 
first section of this pap町 hereis to cons仕ucta general equilibrium 
・dynamic model which would explam仕1ebehavior of the “Great 
Ratios.”We shall also ask the relevancy of this problem wi出 that
question of “balanced growth，”which is one of the heated I唱 U田 in
the theory of e:ono百ICgrow吐L The “bal田1ce”hereis taken a雪
the equal rate of growth among factors皿 doutputs. In也ISS加dy,
I will consider the so called “inter-temporal reversib11ity”of the 
comparative advantage relation Let us suppose a coun廿yhas a 
comparative advantage in 1 he production of agricultural goods at 
the pr田entrro司ent.It would then export agn口1tural goods and 
1mport mdustnal goods fron the rest of the world. Is there a 
guarantee that this co:nparatlve advantage relation would continue 
forever ? In other words，雪houlda country which IS exportmg 
.agricultural goods continue to expo此 theagncultural goods forever? 
This is really the age old qu田.tionstarting from arguments by 
Alexand町 Hamiltonand Friedrich List The growth model developed 
:here would give四 answerto this proble:n. 
Having completed the analysis with a closed model, I will extend 
the model to mclude mterna士ionaltrade. Our purpose here IS to see 
the problem of the“mter・temporalreversibihty＇’of the comparau ve 
.advantage relationship from another view・pomt. However, the mam 
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purpose of the study is to construct a“positive ”theory which 
would explain the dynamic behavior of world trade and production 
My anlysis in a sense h国 asimilar purpose with that which appeared 
m Hicks’“Inaugural Lecture”at Oxford and the later hea七ed
con廿oversyin connection with吐ieLecture. Let us spell out the 
b田icnature of the controversy旬 facilitatethe understanding of 
this pap町．
Hicks’onginal mtention in the Lecture is to explain the problem 
of the world wide dollar shor凶geafter the Second World War. He 
sought the basic cause of the problem in the differences m produc-
tivity changes between coun仕1田.In particular, he showed that the 
“import-biased " technological progr田swould be one of吐iemost 
important e却 lanationsof仕ieproblem and and also a possible cause 
of the de;;line of real imoome of the non-growing country. Many 
cr1ti四 haveaccepted his theory, sharpened his model, and revised 
and generalized his conclusion弓.In仕1ecourse of血econ廿'OV町雪y,
the emphasis of the problem has been shifted from the problom of 
balance of paymerr臼， assucll, to the effect of growth on the terms 
of廿adeand the real mcome of a counなy_This discnssions, after 
Hicks’Lecture, become d1 v町sifiedand complicated, subject to 
m1sun.derstandmg I have once at恒mp匝dto construct a uniform and 
general. model which would contain, as simple corollanes, .al the maJor 
r田ul恒 whichhave appeared m也econtrov町sy.（“Economic Growth 
and Internat10nal Trade，” forthcommg. in the Review. of Eco即 mic
Studies) The results pr田ented th町e looked fairly complicated 
so that to derive四 ys仕aightforwardconclusion is rather difficult. 
It is the purpose of this pap町 toderive a more or l出Ssimple and 
s仕aightforwardoonclus10n by making・ ra出erdrastic 田sumpt10国
(such as出eCobb-I:ouglas production function，吐ieneutrahty in 
the technological progress). Mor曲 ver,my analysis here 1s国町ied
out in s廿ictlydynamic terms, wh町e田 theanalysis m 吐ieReview 
is of世1ecomparative statics nature I also make a distinction 
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between cas田 inwhich technological innovation has occurred in one 
co四位yand spread to the otber countries instantly witb a neg!Igible 
cost and C酒田 inwhich this has not happened I also cons旭町ed
世田 possibihty of “ba加teedgrow白” amongcoun仕1田． In other 
words we回ughtconditions in which the grow也 ofone country 
wi世toutsacn日cmgthe growth of the otber countries is possible 
All our results obtained m 也eanalysis are agam exprei謁elm the 
form of出回rems
